動産賃貸借契約書
賃貸人　　　　　　　　（以下「甲」という。）と賃借人　　　　　　　　（以下「乙」という。）は，甲が所有する後記物件の表示に記載する動産（以下「本件動産」という）について，以下の条項に従って動産賃貸借契約を締結した（以下本契約によって設定される賃借権を「本件賃借権」という。）。
第１条（賃貸借）
甲は，乙に対し本件動産を賃貸し，乙はこれを賃借する。
第２条（存続期間）
本件賃借権の存続期間は，平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日迄の　　年間とする。
第３条（賃　科）
１　本件動産の貸料は月額　　　　　　円とし，乙は，甲に対して，毎月　　日までに，その翌月分を甲が指定する金融機関口座に振込んで支払う。
２　前項の規定にかかわらず，賃料が経済事情の変動等により，不相当となったときは，甲または乙は，将来に向かって賃料の増減を請求することができる。
第４条（使用目的）
乙は，本件動産を　　　　　　としてのみ使用するものとし，第７条による甲の承諾を得ない限り，その他の目的に使用しない。
第５条（善管注意義務）
乙は，通常の使用方法に従い，本件動産を，善良なる管理者の注意義務をもって管理するものとする。
第６条（保証金）
１　乙は本契約に関して生ずる乙の債務を担保するため，本契約の成立と同時に，甲に対し保証金として金　　　　　　円を預託する。
２　本契約の終了に伴い，乙が，動産を返還した場合において，甲は本契約に基づいて生じ　た乙の債務で未払いのものがあるときは，保証金から未払債務額を差し引いて乙に返還する。この場合，返還すべき金員には利息を付さない。
３　乙は，保証金返還請求権をもって甲に対する賃料その他の債務と相殺することができない。
４　乙は保証金返還請求権を第三者に譲渡し，または担保に供してはならない。
第７条（賃借権の譲渡・転貸・原状変更等）
乙は，次の場合には，甲の書面による承諾を得なければならない。
（１）　名義，形式の如何を問わず，第三者に，本件賃借権を譲渡し，または本件動産を転貸するとき
（２）　本件動産の原状を変更するとき
（３）　使用目的を変更するとき
第８条（契約の解除）
以下の各号に掲げる事由が乙に存する場合は，甲は，催告なくして直ちに本契約を解除することができる。
（１）　第３条に定める賃料の支払を２カ月分以上遅延したとき
（２）　賃料の支払をしばしば遅延し，甲と乙との本契約における信頼関係を破壊する程度　に至ったと認められるとき
（３）　その他本契約に違反したとき
第９条（契約の更新）
１　甲および乙は協議の上，本契約を更新することができる。
２　本契約を更新する場合は，乙は甲に対し，更新後の新賃料の□カ月分を更新料として支払う。
３　更新後の賃貸借期間は更新の日から　　年間とし，以後，前項の例による。
第１０条（返還・遅延損害金）
本契約が終了した場合，直ちに本件動産を甲に返還するものとし，本件動産の返還が遅延した場合には，乙は遅延期間に応じ，１日あたり金　　　　　　円の遅延損害金を甲に支払わなければならない。
第１１条（費用負担等）
１　甲は動産に関する公租公課を負担し，乙は動産にかかるその他の費用を負担する。
２　本件動産が故障または破損等したため，修繕が必要となった場合は，乙は甲に対し遅滞なく連絡するとともに，乙は，自己の費用をもってこれを修繕するものとする。ただし，甲が修繕を為す者を指定した場合は，これに従う。
第１２条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１３条（協　議）
本契約に定めのない事項または本契約の規定の解釈について疑義がある事項については，甲および乙は，民法その他の法令および慣行に従い，誠意をもって協議し，解決する。
第１４条（特約条項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本契約の成立を証するため，本書を２通作成し，甲乙署名押印の上，各自１通を保有する。
＜物件の表示＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　年　　月　　日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　
　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印
